
宮崎県の対応方針（案）

１．基本的な考え方
（１）ワクチン接種の進展や治療薬の開発等により、軽症者の割合が多くなるなど、患者像が変化する中で、一定の感染

規模であれば、一般医療との両立を図りながら、安定的な患者対応が可能となる。
（２）このような状況の変化を踏まえ、今後は医療提供体制のさらなる強化を図りながら、ワクチン接種を一層進捗させ、

医療ひっ迫が生じない水準に感染を抑え、日常生活と社会経済活動の維持を図る。
（３）県内の感染状況を踏まえ、新規感染者数などを目安に、原則として二次医療圏域※ごとに感染区分を指定し、同圏域

内の住民に対し、必要な行動要請を行う。
（４）感染区分数や関係指標等を目安に、県下全域に警報を発令する。
（５）県内外の感染状況について、適切に周知広報を行い、県民の行動変容を促すことで、感染拡大を早期に防ぎ、社会

経済活動の抑制の長期化を防ぐ。

※ ①延岡・西臼杵圏域、②日向・東臼杵圏域、③宮崎・東諸県圏域、④西都・児湯圏域、⑤日南・串間圏域、⑥都城・北諸県圏域、
⑦小林・えびの・西諸県圏域

２．圏域ごとの感染状況の区分と行動要請例

緑 感染未確認圏域
・新規感染者が確認されていない
・感染者が入院又は療養した日の翌日から起
算して１４日間を経過している

○制限なし ○制限なし ○国基準を準用

黄

感染確認圏域 ・新規感染者が一定に収まっている ○制限なし ○制限なし ○国基準を準用

オ
レ
ン
ジ

感染警戒
区域

（※1）

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例続
発、感染者集団（クラスター）の続発などに
より、国レベル２相当又はそのおそれがある

○混雑した場所や感染リスク
の高い場所への外出・移動の
自粛

○人数の制限（一卓４人以
下）

○国基準を準用

赤
感染急増圏域
（※2）

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例続
発、感染者集団（クラスター）の続発などに
より、国レベル３相当又はそのおそれがある

○混雑した場所や感染リスク
の高い場所への外出・移動の
自粛（感染状況に応じて、外
出自粛を要請）

○人数の制限（一卓４人以
下）

○国基準を準用

圏域ごとの感染状況の区分 行動要請例
区分 一例（以下を目安として、総合的に判断） 県民への要請（外出） 県民への要請（飲食） イベント主催者への要請

※1 原則、黄圏域内において、感染が急増している市町村単位などの区域（市町村と協議）で指定する
※2 原則、圏域単位で指定するが、感染状況によっては、市町村単位などの区域（市町村と協議）で指定する

令和３年１１月〇日改正

３．警報
（１）県内について

表示 発令目安 対応例

緊急事態宣言
（国レベル３相当）

・国レベル３相当
（感染状況や関係指標を総合的に
判断）

・県全域において、赤圏域の対応
・国へ「まん延防止等重点措置」の適用要請
を検討
・その他の必要な対応

感染拡大緊急警報
（国レベル２相当）

・国レベル２相当
（感染状況や関係指標を総合的に
判断）

・圏域ごとに緑、黄又は赤圏域の対応（オレ
ンジ区域は個別に設定）
・県全域において、その他の必要な対応

特別警報
・黄圏域が３つから４つ以上
・オレンジ区域が１つ以上
・赤圏域が１つ以上

・圏域毎に緑、黄又は赤圏域の対応（オレン
ジ区域は個別に設定）

警報 ・黄圏域が１つから３つまで ・圏域毎に緑又は黄圏域の対応

持続的な警戒 ・全ての圏域が緑 ・県全域において緑圏域の対応

※感染拡大緊急警報又は緊急事態宣言の発出を総合的に判断する前に、宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協議会の
意見を聞くものとする。（意見を聞く協議会の開催等の一つの目安は国レベル２相当以前）。

（２）県外について
次の地域表示により、全国の感染状況を適宜公表する。
①感染注意地域（直近１週間の人口１０万人当たりの新規感染者数が２．５人を超えた都道府県）
②感染流行地域（直近１週間の人口１０万人当たりの新規感染者数が５人を超えた都道府県）
③感染拡大地域（直近１週間の人口１０万人当たりの新規感染者数が１５人を超えた都道府県）
④まん延防止等重点措置区域（国指定）
⑤緊急事態措置区域（国指定）
なお、③～⑤の地域については、必要に応じて、県民の方への往来自粛、県外の方への来県自粛を要請する。

宮崎県の対応方針（現行） 令和３年３月５日改訂

１．基本的な考え方
（１）感染リスクはゼロにならないことを前提（コロナとともに生きていく）に、「感染拡大の防止」と「社会経済活動

の維持・再生」の両立を目指す。
（２）県内の感染状況については、二次医療圏域※ごとに、新規感染者数などを目安として設定する３つの圏域区分への該

当性を判断し、当該圏域における行動要請例を示す。特に、感染が急増する市町村単位などの区域において、いわば
スポット的に、感染の主な要因である感染機会に繋がる場面に焦点を当てた措置を、一定期間、講じる。

（３）感染区分数や国が示す指標等を目安として、県民の行動変容を促すため、警報を発令する。
（４）県民に対し、速やかに圏域区分毎の行動変容を促すことで、感染拡大を早期に防ぎ、社会経済活動の抑制の長期化

を防ぐために、適宜周知広報を行う。

※ ①延岡・西臼杵圏域、②日向・東臼杵圏域、③宮崎・東諸県圏域、④西都・児湯圏域、⑤日南・串間圏域、⑥都城・北諸県圏域、
⑦小林・えびの・西諸県圏域

２．圏域ごとの感染状況と行動要請例

圏域ごとの感染状況の区分 行動要請例

区分 一例（以下を目安として、総合的に判断） 県民への要請（外出） イベント主催者への要請 事業者への要請

緑
感染未確認

圏域

・新たな感染者が確認されていない
・感染者が入院又は療養した日の翌日から起
算して１４日間を経過している

○制限なし ○国基準を準用 ○ガイドライン遵守

黄

感染確認
圏域

・新規感染者が一定に収まっている
○状況に応じ、慎重に（過去
のクラスター発生施設等に注
意）

○国基準を準用
（状況に応じ判断）

○ガイドライン遵守

オ
レ
ン
ジ

感染警戒
区域
（※）

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例続
発、感染者集団（クラスター）の続発などに
より、国基準ステージ３相当又はそのおそれ
がある

○感染機会に繋がる場面（会
食等）の一定の制限（人数、
特典等）

○国基準を準用
（特に会食を伴う場面は制
限）

○状況に応じ、感染機会の
制限

赤
感染急増
圏域

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例続
発、感染者集団（クラスター）の続発などに
より、国基準ステージ４相当又はそのおそれ
がある

○原則、外出自粛
○国基準を準用
（特に会食を伴う場面は制
限）

○感染機会の制限

※：黄圏域内において、感染が急増している市町村単位などの区域（市町村と区域の設定を協議）で設定

３．警報
（１）県内について

表示 発令目安 対応例

レベル４
（緊急事態宣言）

・国指標ステージ４相当
（各指標を総合的に判断）

・全域において、赤圏域の対応
・その他の必要な対応

レベル３
（感染拡大緊急警報）

・国指標ステージ３相当
（各指標を総合的に判断）

・緑及び黄にあっては黄圏域の対応、赤圏域
は赤圏域の対応（オレンジ区域は個別に設
定）
・全域における、その他の必要な対応

レベル２
（特別警報）

・黄圏域が３つから４つ以上
・オレンジ区域が１つ以上
・赤圏域が１つ以上

・圏域毎に緑、黄又は赤圏域の対応（オレン
ジ区域は個別に設定）

レベル１
（警報）

・黄圏域が１つから３つまで ・圏域毎に緑又は黄圏域の対応

レベル０
（持続的な警戒）

・全ての圏域が緑 ・県全域において緑圏域の対応

※県が感染拡大緊急警報又は緊急事態宣言の発出を総合的に判断する前に、宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協議
会の意見を聞くものとする（意見を聞く協議会の開催等の一つの目安は国指標ステージ３相当以前）。

（２）県外について
①感染注意地域（目安として、当該都道府県等において、直近１週間の新規感染者数が１０万人あたり２．５人を超えた地域）
：訪問する方は、感染防止に十分な注意を要請
②感染流行地域（目安として、当該都道府県等において、外出自粛要請などの対応が採られた地域又は、直近１週間
の新規感染者数が目安として１０万人あたり５人を超えた地域）：往来については、その必要性を十分に判断の上、慎重な
行動を要請
③緊急事態措置区域、まん延防止等重点措置区域、感染拡大地域（目安として、当該都道府県等において、直近１週間の新規
感染者数が人口１０万人あたり１５人を超えた地域）：不要不急の往来自粛
※これらの地域表示に加え、必要に応じて、一定の都道府県等について、県民の方への往来自粛、県外の方への来県自粛を要請



宮崎県の対応方針（案） 令和３年１１月〇日改正 宮崎県の対応方針（現行） 令和３年３月５日改訂

４．持続的な警戒態勢
・県民に、基本的な感染防止対策（「三つの密」の回避、マスクの着用、手洗い等の手指衛生、換気
等）の徹底を要請するとともに、新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の利用を促進する。

・県民に、『会食の「みやざきモデル」』を推奨するとともに、飲食店の第３者認証制度「ひなた飲食
店認証制度」を推進する。

・全ての事業者に対して、ガイドラインの作成・実践・遵守を要請する。
・高齢者、未就学児、障がい者（児）等が利用する社会福祉施設等に対して、基本的な感染防止対策の
徹底に加え、感染者発生に備えた対応を要請する。なお、利用者又は職員に感染者が確認された場合、
当該施設等への必要な検査を実施するとともに、事業継続体制等の支援を行う。

５．その他
市町村・事業者等には、一律の要請は行わないが、当該対応方針を踏まえた対応への理解及び協力を
求める。

６．適用
令和３年３月５日付け宮崎県対応方針を改正し、令和３月１１月〇〇日からこの対応方針を適用する。
ただし、今後の国の方針や感染状況、医療提供体制の逼迫状況等に応じ、適宜見直す。

４．持続的な警戒態勢
・県民に、基本的な感染対策（３密回避、マスクの着用、手洗い、手指消毒等）の徹底を要請すると
ともに、新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の利用を促進する。

・県民に、『会食の「みやざきモデル」』を推奨する。
・全ての事業者に対して、ガイドラインの作成・実践・遵守を要請する。
・高齢者、未就学児、障がい者（児）等が利用する社会福祉施設等において、利用者又は職員に感染者
が確認された場合、当該施設等への必要な検査を実施するとともに、事業継続体制等の支援を行う
（詳細は県と協議）。

５ その他
市町村・事業者等には、一律の要請は行わないが、当該対応方針を踏まえた対応への理解及び協力を
求める。

６．適用
令和２年１２月２日付け宮崎県対応方針を改正し、令和３月３月５日からこの対応方針を適用
する。ただし、国の方針や感染の広がり、医療提供体制の逼迫状況等に応じ、適宜見直す。


